
 

 

 

平成25年度における「がん対策」に関する具体的な事業一覧 

都道府県名   愛知県   

 

（１）放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

認定看護師育成事業 

 

県立大学看護部の(社)日本看護協会

の認定看護師がん化学療法看護教

育課程において、専門知識を習得し

た看護師の育成を促進する。 

 

 

無 

千円 

－ 

(愛知県公立大学法

人の予算による) 

千円 

－ 

(愛知県公立大学法

人の予算による) 

 

県 

 

 

（２）治療の初期段階からの緩和ケアの実施 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

がん対策事業 

 

がん診療に携わる医師等の医療従

事者を対象に研修会を開催する。 

 

がん診療連携拠点病

院機能強化事業(1/2) 

(厚生労働省健康局) 

 

千円 

無 

※(6)に含む 

千円 

無 

※(6)に含む 

 

各拠点病院 

 

（３）がん登録の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

がん登録事業 

 

医療機関に届出票の提出を働きか

けるとともに、地域がん登録の執行

体制の充実を図る。 

 

無 

千円 

 4,992 

千円 

    4,633 

 

県 



 

 

（４）がん予防・早期発見の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

たばこ対策推進事業 

 

 

 

がん対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

子宮頸がん等ワクチン

接種緊急促進臨時特例

基金事業 

 

禁煙キャンペーンを始めとした禁

煙啓発を実施するとともに、禁煙指

導者の育成等を行う。 

 

・がん検診精度管理事業 

・がん検診従事者講習会 

・がん検診普及啓発事業 

・女性特有のがん対策推進事業 

・働く世代のがん検診受診促進事業 

 

 

 

市町村が実施する子宮頸がん予防

ワクチン接種事業に要する経費に

対して補助する。 

 

たばこ対策促進事業

(1/2) 

(厚生労働省健康局) 

 

無 

無 

無 

無 

都道府県健康対策推

進事業(1/2) 

（厚生労働省健康局） 

 

無 

千円 

2,801 

 

 

 

387 

260 

500 

－ 

－ 

 

 

 

1,350,610 

千円 

2,074 

 

 

 

       483 

    230 

       500 

     1,400 

   1,290 

 

 

 

－ 

 

県 

 

 

 

県 

県 

県 

県 

県 

 

 

 

市町村 

 

（５）がん医療に関する相談支援及び情報提供 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

がん対策事業 

 

・相談支援センターの相談体制への

支援と患者会、市町村と連携して患

者支援の強化を図る。 

・がん患者・家族のための相談支援

事業 

 

 

がん診療連携拠点病

院機能強化事業(1/2) 

（厚生労働省健康局） 

都道府県健康対策推

進事業(1/2) 

（厚生労働省健康局） 

千円 

無 

※(6)に含む 

 

－ 

千円 

無 

※(6)に含む 

 

   795 

 

各拠点病院 

 

 

  県 



 

 

（６）がん医療水準均てん化の促進 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

がん対策事業 

 

がん医療に従事する医師等に対す

る研修、がん患者やその家族等に対

する相談支援、がんに関する各種情

報の収集・提供等を実施する。 

 

〃 

 

 

がん診療連携拠点病

院機能強化事業(1/2) 

（厚生労働省健康局） 

 

 

〃 

千円 

52,074 

 

 

 

 

77,880 

 

千円 

 31,274 

 

 

 

 

77,880 

 

県 

 

 

 

 

各拠点病院 

 

（７）がんに関する研究の推進 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

基礎医学的研究 

 

がんの予防・診断・治療の技術革新

を目指した研究を推進する。 

 

無 

千円 

1,386,303 

千円 

1,458,054 

 

 

 

県 

 ※ がん研究所の予算額全ての額（人件費等含む） 



 

 

 

（８）その他 

事 業 名 事 業 内 容 国 庫 補 助 の 有 無 24 年度予算額 25 年度予算額 実施主体 

 

がん対策推進計画策定

事業 

 

 

陽子線治療普及協力事

業 

 

 

 

小児がん患児復学支援

検討事業 

 

がんの予防や検診等に関する適切

な情報提供体制の整備やがん医療

の底上げや充実促進を図る。 

 

名古屋市の陽子線治療施設の普及

協力を行う。 

 

 

小児がん患児が長期入院からの復

学に係る研修を養護教諭に行うな

どの支援を行う。 

 

 

無 

 

 

 

無 

 

 

 

無 

千円 

1,988 

 

 

 

626 

 

 

 

164 

千円 

－ 

 

 

 

201 

 

 

 

    164 

 

 

 

県 

 

 

 

県 

 

 

 

県 

「がん対策」予算合計 

千円 

2,878,585 

 

千円 

1,578,978 

 

 



 

 

 

都道府県における取組の詳細について (自由回答) 

予算額だけでは見えてこない各都道府県独自の特色ある取組の内容を、ご自由にご記載ください。 

 

乳がんの早期発見・早期治療の大切さを発信し、がん検診の受診率向上を目指す「ピンクリボンフェスティバル2013」を共催実施し、団体や企業

などと協働しながら、普及啓発を実施。  

 

民間企業とがん対策に係る包括連携に関する協定を締結し、講演会等のイベントを通じて、がんに関する正しい知識やがん検診の重要性について

県民が正しく理解できるよう民間企業と連携した普及啓発活動を実施。 

 

国が指定する「がん診療連携拠点病院」に加え、これと同等の機能を有すると考えられる病院を「愛知県がん診療拠点病院」として、県独

自に指定し、がん医療の充実強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○都道府県によって「がん対策」とする範囲などが異なりますので、ご注意のうえご覧ください。

対策名 事業名 事業内容 国庫補助の有無
24年度予算
額（千円）

25年度予算
額（千円）

実施主体

2,878,585 1,578,978

調整対象なし
2,878,585 1,578,978

調整対象なし
2,878,585 1,578,978

◎調整3：肝炎対策の検査費・治療費助成、子宮頸がんワクチン接種費、がん検診費などを除外（別記された普及啓発費などは対象外）
（４）がん予防・早期
発見の推進

子宮頸がん等ワクチン接種
緊急促進臨時特例基金事
業

市町村が実施する子宮頸がん予防ワクチン接種
事業に要する経費に対して補助する。

無 1,350,610 0 市町村

1,527,975 1,578,978

（７）がんに関する研
究の推進

基礎医学的研究 がんの予防・診断・治療の技術革新を目指した研
究を推進する。

無 1,386,303 1,458,054 県

141,672 120,924

参考：愛知県人口　726.2万人（2011年，出典：人口動態統計）

●調整1、2、3後の合計額
◎調整4：その他、他の都道府県にない例外的で金額が大きな項目を除外

●調整1、2、3、4後の合計額

○調整の引き算をした際に、四捨五入の関係などで、合計額がわずかにずれる場合がありますので、ご了承ください。

●都道府県庁記入の元資料の合計額
◎調整１：がん対策以外の事業を除外（糖尿病対策など）

●調整１後の合計額
◎調整2：大型のハード予算を除外（建設費、高額機器整備費など）

●調整１、2後の合計額

平成25年度「がん対策」に関する具体的な事業一覧（調整後数値）
がん政策情報センター事務局作成

〔愛知県〕
がん対策に関する具体的な事業一覧の資料が都道府県によって作成の仕方が異なるため、一部の調整を行った参考資料を作成いたしました。
○47都道府県のがん対策予算のデータは、合計額の横比較やランキング化のためではなく、好事例や現況の把握のために掲載しております。

○下記に、事務局において、一定の範囲の調整済数値を作成いたしましたので、こちらもご参考になさってください。ただし、これも下記にある調整1～4の範囲
に限定したものに過ぎず、完全な調整ではありませんので、ご留意なさってください。
○調整項目が、他の項目と合わせた額として計上されている場合は、調整項目以外の相当額も一緒に引かれることになります。
○使途によって、都道府県庁作成の元資料と、この参考資料の両方をご活用なさってください。


